
研究ノート

地域協働によるコミュニティ醸成型の実習モデル
―「学生の学び」と「地域の学び」に着目して―

玉里恵美子（高知大学地域協働学部）
仲田 和生（高知大学大学院総合人間自然科学研究科地域協働学専攻修士課程）

キーワード：地域協働、コミュニティ、実習、学生の

学び、地域の学び

はじめに
高知大学地域協働学部（以下、本学部）は、2015年

４月に開設され、2021年４月には７期生が入学した。

１学年定員は60名で、「地域協働」を学部名にした全国

唯一の学部である。本学部では、「実習」を教育を中心

に据え、人材育成を図っている。

本稿の目的は、本学部の「実習」に焦点をあて、地

域協働の実践を通じて「学生」と「地域」がどのよう

に学びを深め、「地域」のコミュニティを醸成していく

のかについて明らかにしていくことである。本稿の構

成は、まず高知大学地域協働学部における「地域協働」

の考え方と、地域協働学部の「実習」について述べた

のち、事例として高知県南国市稲生での「実習」を紹

介し、どのような「学生の学び」と「地域の学び」が

みられたのかを考察する。

１ 高知大学地域協働学部における「地域協
働」とは

（１）「地域協働」とは

本学部では、「地域協働」について、次のように考え

ている。まず、「協働」とは「自立した人や組織同士が

立場や利害を越えて共に考え行動し、単独では解決で

きない共通の課題を解決し、新しい価値や創造物（成

果）を生み出す関係や行動様式（営み）」である。その

上で、「地域協働」とは、「地域社会が抱えている諸課

題を調和的に解決し、地域社会の再生と持続的な発展

を図るための多様な地域主体（人や組織）間の協働」

をいう。これらは、本学部設置審申請書に明記してい

る文章であるが、学生には、地域協働とは「地域の多

様な人や組織が、立場や価値観の違いを越えてともに

考え行動する中で価値観の共有化を図り、地域課題の

調和的な解決方法を探り課題解決に取り組むこと」で

あると説明してきた。

本学部が考える「地域協働」には二つの意味がある。

一つ目は、地域の多様な主体間の協働をさしており、

地域の課題解決を実現できる地域協働リーダーの育成

を目指す学部であること。二つ目は、大学と地域との

協働をさしており、学生教育を行う学部であるととも

に、社会人教育と地域貢献も同時に追求する学部であ

る、ということである。つまり、地域との協働を活か

した学生教育のみならず、大学との協働を活かした社

会人教育も人材育成の目標ととらえており、大学が真

の意味での地域貢献を実現するためには、学生教育に

よる継続的で徹底した地域支援を行うことが重要であ

ると考えている。

－ 31 －



（２）グループワークによる協働的学び

これらの「地域協働」を達成するために、「協働的学

び」を実践していくことが求められる。協働的学びを

構成するのは「個人ワーク」と「グループワーク」の

二本柱である。「個人ワーク」では、知識の獲得や思考

を深めていく。そこでの「気づき」を仲間との「グルー

プワーク」によって共有することで、「気づきあい」、

「刺激しあい」、「批判しあい」、「高めあう」という効果

が生まれると考えられる。一方、「グループワーク」は

学生間のみならず、その場に教員が入ることがあった

り、場合によっては実習地（実習パートナー）の人々

が入ったりすることもあり、いろいろなバリエーショ

ンがある。グループワークでは、深い対話の他、様々

な思考の整理の方法（例えば、KJ 法、KPT、マインド

マップなど）を取り入れている。学内での協働的学び

と、実習地での協働的学びが、本学部における「学び」

の質を高めていくことになる。

２ 地域協働学部の「実習」
（１）実習カリキュラム

本学部では実習地のことを「実習パートナー」と呼

んでおり、2021年度は16カ所で実習を行っている。各

学年４～７名程度のグループに分かれており、それぞ

れのグループに１～２名の教員が担当している。

本学部における実習のあり方は図１の通りである。

図１ 地域協働学部の実習

１年生第１学期は「課題探求実践セミナー」で地域

を体験する。

１年生第２学期から３年生第２学期までの２年半

は、原則、同じ実習地で実習を継続する。「実習」は学

内実習と現地実習からなり、その授業時間は600時間

に設定されている。しかし、玉里・俣野による「１期

生の実習記録」によると、実習時間は３年間で600時間

を超えていた（玉里・俣野 2018）。

２年生第１学期は「企画立案実習」、第２学期は「事

業計画実習」、３年生第１学期は「地域協働マネジメン

ト実習Ⅰ（旧 地域協働マネジメント実習）」、第２学

期は「地域協働マネジメント実習Ⅱ（旧 教えるプロ

ジェクト実習）」である。全体に学年進行に沿って大

きく PDCA を回すことを想定しながら、随所で小さ

な PDCA を回す仕組みになっている。

（２）実習の「型」

それぞれの実習地で、何を「課題」と捉え、どのよ

うな「視点」から課題にアプローチするのかは、実習

地によって地域特性はあるものの、予定調和されてい

ない。そのことは、時として、担当教員の学問的専門

と地域の課題のミスマッチが起こることも示唆してい

る。しかし、本学部の実習は、あらかじめ「テーマ」

が決まった「プロジェクト」に学生を投入するのでは

なくて、学生自らが（場合によっては住民自身が）実

習地の抱える「課題」を発見し、理解するところを地

域協働のスタートとしており、学生と地域が「何を課

題」とし、「どのような解決方法」を考え、「どのよう

な協働実践をしていくのか」、教員は３年間見守るこ

とになる。もちろん、随所で的確な助言をすることが

求められており、また学生と地域の双方に対して情報

提供や調整といったマネジメントをしていくことが担

当教員の主な仕事となる。

また、学部で明確に分類しているわけではないが、

実習地の資源によって、「コミュニティ型実習」と「非

コミュニティ型実習」に分けられると考えている（玉

里・俣野 2018）。コミュニティ型実習の難しさは、例

えば、特産物などのモノに焦点をあてた商品開発の視

点を取り入れることができず、ヒトによる「地域づく

り」を企画することで、住民の組織化をおしすすめ、

住民自身が実習を通じて自己決定していくことにある

（玉里・俣野 2018）。
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３ 高知県南国市稲生での「実習」
南国市稲生は、2016年から継続して学生が実習を

行っている実習地1である。本稿では、３期生（2017年

度入学）の稲生班（７名）の実習活動を紹介する2。以

下、「稲生班」と呼ぶ。

（１）南国市稲生について

南国市稲生は「コメの二期作発祥の地」であり、石

灰工業が盛んな田園地域で、14集落（自治公民館）か

ら構成されている。人口は1,684人（平成27年国勢調

査）で、2014年に平野部として初めての集落活動セン

ター3が開設され「チーム稲生」と名付けられた。稲生

小学校と南国市立稲生ふれあい館（中央公民館）との

連携による PTCA 活動4も盛んであり、地域学校協働

活動の先進地域として全国に知られている。集落活動

センター「チーム稲生」が稲生ふれあい館内に開設さ

れ、新しい地域活動として「びわもも祭り」や「稲生

ふれあいサロン」などを実施することにより、さらに

多くの住民が地域づくり活動に関わることになってき

た。

（２）３期生稲生班の実践モデル

①地域を理解する

１年生後期の「地域理解実習」では、『稲生村史』や

『南国市史』など稲生に関する資料の読み込みや、南国

市役所、南国市社会福祉協議会でのヒアリングをはじ

め、サービスラーニングや、８集落で聞き取り調査を

行った。また、立石地区で「おしゃべりカフェ5」（玉里・

俣野 2018）を行い、地域の課題について理解を深めた。

②企画立案および事業計画

２年生になり、実習メンバーが固定され、本格的な

実習が始まった。稲生での地域理解を通じて次の二つ

の課題が明らかになってきた。

一つ目は集落活動センター「チーム稲生」の活動が、

稲生の住民に認知されていないのではないかというこ

と。二つ目は、月に２回開催される「稲生ふれあいサ

ロン」に参加している住民を対象にアンケート調査を

行った結果、ふれあいサロンが実施されている中央公

民館付近の住民が多く、中央公民館から遠くの住民の

参加が少ないということが明らかになった。これらの

課題を踏まえて、学生同士で話し合いを重ねた結果、

３期生稲生班の実習コンセプト6は「チーム稲生を稲

生全体へ」に決まった。

次に、学生は個人ワークで企画立案を行った。提出

された企画案を学生の「思い込み」にしないために、

企画案を模造紙に書き、住民の前で発表した。住民た

ちはあらかじめシールを３枚配布しており、関心のあ

る企画にシールを貼ってもらい、住民の意向を把握す

るとともに、それをもとにしながら、学生と住民が企

画内容について深く議論した。ここには、企画を事業

計画に移す段階に住民も「参加してもらう」意図があっ

た。

その結果、２年生後期では企画案を二つに絞り、

「チーム稲生を稲生全体へ」広めるための手段として

「地域広報紙の作成」と「中央から遠い自治公民館での

出張サロン」の二本立てで事業計画（事業化）をする

ことになった。

③地域協働実践（地域協働マネジメント）

ア）地域情報紙「いなぶっく」

地域情報紙は、「いなぶ」と「Book」をあわせて、「い

なぶっく」と名付けられた。学生は当初、Facebook を

参考にして、Inabook を提案していたが、チーム稲生

の役員からの「反対」を受け、一緒に検討した結果「い

なぶっく」とひらがな表記にすることになった（写真

１）。

1 地域協働学部では実習地のことを「実習パートナー」と呼んでい
るが、本稿では「実習地」と記述する。

2 本稿の筆者（玉里）は､３期生（2017年度入学）稲生班の指導教員
である。共同執筆者（仲田）は３期生稲生班の一人であり、現在、
大学院地域協働学専攻修士課程１年生である。

3 集落活動センターとは、高知県が独自に取り組む、小さな拠点整
備事業の一つであり、中山間地域活性化の「切り札」である。

4 PTA に C（Community）を加えた、稲生の造語。
5 主に「おしゃべり」を中心にした負担のない地域でのグループ

ワークのこと。

6 ３年間の実習をブレないものにするためには、実習のコンセプ
トをたて、学生メンバーが常にそれを意識することが大切であ
ることを、筆者は１期生の実習で学んだ（玉里・俣野 2018）。
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地域情報紙に着目した理由は、稲生全体にチーム稲

生の情報が行き渡っていないことや、地域資源が埋も

れているのではないかということであり、そのために

人々のつながりが固定化されているという「仮説」で

あった。そのため、内容を①稲生のヒト・コト・モノ

に焦点をあて、②「チーム稲生」と協働発行する、③

多世代が読んで楽しめる紙面づくりにした。

地域情報紙いなぶっくの創刊は2018年６月の「びわ

もも祭り」に合わせた。その後、奇数月発行という２ヶ

月サイクルで、学生の記事会議→チーム稲生での記事

検討会→取材・編集→いなぶっく配布という業務を

行った。３年生の実習終了時までに８号を発行した

（図２）。

写真１ 地域情報紙いなぶっく

図２ 「いなぶっく」の業務サイクル

学生が地域情報紙の「協働発行」を提案したときは、

チーム稲生の役員から「地域活動の仕事が増えるので

はないか」と心配の声があがり、実際、非協力的な発

言もみられた。しかし、創刊号を発行した後、２カ月

サイクルを崩すことなく定期的に発行される「いな

ぶっく」を見て、チーム稲生の役員や住民らが、徐々

に協力的な態度に変わっていった。

実際には、最初は「元気な学生が作った地域情報紙

を皆さんに提供します」というレベルであり、印刷後

に学生の誤字やレイアウトの間違いといった初歩的な

ミスがみつかって「印刷しなおし」をしたこともあっ

た。しかし、定期的に「いなぶっく」を発行し、提供

する「機会」があることによって、学生と実習地との

「協働作業」の質が向上してきた。それは、情報提供や

写真提供といったことだけではなく、印刷前に学生も

チーム稲生役員も、しっかりと「校正」作業をするよ

うになってきたことにあらわれている。このような過

程を経て、協働による地域情報紙の発行が「本物」と

なり、地域に対して責任のある情報提供の印刷物とし

て定着してきたことが示唆される。

イ）小久保サロン「きてみいや」

稲生の西端にある集落（自治公民館）が小久保である。

学生は、小久保から稲生公民館（中央公民館）まで徒歩

で行くには20分程度かかり、小久保住民が定期的に実

施されている「稲生ふれあいサロン」に参加しにくいこ

とから、「出張サロン」を行ってはどうかと考えた。

小久保自治公民館の役員４名が「お世話役」となり、

稲生班との窓口になったが、当初「サロン」の意味が

理解されず、「大学生と喫茶店をするのか」といった誤

解もみられた。お世話役の中に、民生委員児童委員の

方がおり、地域福祉活動の一つとしての「サロン」は

小地域で誰もが集うことができる「場」づくりのこと

であることを説明し、理解を得ることができた。サロ

ンのあり方はさまざまであるが、定期的に住民が集ま

り、お茶を飲んだり、体操をしたりして過ごすもので

ある。お世話役と学生が何回も打ち合わせをして、住

民の意見を取り入れながら、愛称は土佐弁で「来てね」

という意味の「きてみいや」に決まった。また、小久

保に隣接するケアハウス白山荘が南海トラフ地震時の

避難場所となっていることから、重要なステークホル

ダーとして、ケアハウス白山荘にも入ってもらって、

「学生・小久保・白山荘」という三者協働で小久保サロ

ンを開催することになった（写真２）。
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小久保サロンきてみいやについて、稲生班が目指し

たのは、①主催者も参加者も楽しめるサロン、②住民

活躍の場に、③ステークホルダーとの連携を図った運

営方法であった。第１回小久保サロンは2018年12月に

開催され、その後、偶数月に開催されるという２ヶ月

サイクルができあがり、３年生の実習終了時までに７

回のサロンを協働開催した（図３）。

企画立案時に、学生は「中央公民館から遠くの人が、

稲生ふれあいサロンに来ることができないなら、自分

たちから行ってはどうか」というアイディアを出すこ

とはできた。しかし、それが「出張サロン」あるいは

「小地域福祉活動」といった地域福祉の取り組みであ

ることについては理解が至らなかった。その点につい

ては、学内実習で教員が支援し、専門的な学習を促し

ていく必要があった。

写真２ 小久保サロンきてみいや

図３ 「小久保サロンきてみいや」の業務サイクル

ウ）評価と改善

先に述べた通り、これら二つの事業が初めから「協

働」という形で順調に遂行されたわけではない。学生

が「実習」という立場で、いきなり地域情報紙の「編

集者」という役割や、小地域福祉活動の「コミュニティ

ワーカー」という役割を担えるわけではない。また、

地域住民にとっても、「関わり方」や「役割」が初めか

ら明確になっているわけではない。しかし、稲生班の

学生は二つの事業のサイクルを遵守し、苦しくてもサ

イクルを止めることはなかった。このような継続的な

取り組みと工夫の中で、それぞれの「役割」が取得さ

れるに至ったと考えられる。

さらに、PDCA に沿って事業を遂行していく中で、

稲生班は評価（PDCA の C）を受けた。「いなぶっく」

は外部評価として高知市のデザイン会社で、内部評価

として稲生住民と「いなぶっく会議」を行った。また、

「小久保サロン」は外部評価として高知市社会福祉協

議会地域協働課で、内部評価として小久保集落で「評

価ワークショップ」を行った。

これらの評価活動がターニングポイントとなり、そ

れ以降、学生の活動は見違えるように前向きになり、

“実習気分”が抜けて真剣さが増していくことになっ

た7。

以上、南国市稲生における３期生７名の実習を事例

として、「地域情報紙いなぶっく」と「小久保サロンき

てみいや」を車の両輪とした地域協働実践について紹

介してきた。これ以外にも、学生が「発表」の機会を

多く持つように工夫した。発表をすることで、自分た

ちの実習内容を言語化し、常にマイルストーンを確認

するとともに、実習についての「解釈」ができるよう

にしてきた。特に、２年生以降は高知で開催される学

会が稲生で実施するエクスーカーションに積極的に参

加して、「全員が発表する機会」を作った。また、玉里

にシンポジウムの依頼が来た時は、学生もパネリスト

として登壇して発表するなど OJT の形で教えた。例

えば、サービスラーニング全国フォーラム、高知県社

会福祉大会、融合研フォーラム、中四国社会福祉法人

経営セミナー、高知市社会福祉協議会シンポジウム、

日本共同教育学会、春野地区実習地開発ワークショッ

7 筆者は、学生が実習に取り組む姿をみて、「実習の肝は C」と確
信した。
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プなどであった。このような経験が、３年生第２学期

の最後の実習「稲生協働みらい会議」につながってい

く。「稲生協働みらい会議」については、紙幅の都合上

割愛する（玉里 2020）。

４ 「学生の学び」と「地域の学び」
（１）学生の学び

以上のような実習を通じて、学生はさまざまな「力」

をつけていった。

基本的には、全体の流れの中で「企画立案力」、「企

画実践力」、「企画評価・継続力」を順に獲得していっ

たことになる。つまり、地域のニーズを探り出し、最

も適した企画を考案し、プランを地域に提案する「企

画立案力」、立案した企画が実施可能か、受け入れ地域

のコンセンサスがとれているか、必要な物品の準備や、

関係主体との連携を通じて企画を実践する「企画実践

力」、実践後に自己満足で終わるのではなく、事前に数

値的な目標を設定し、事後評価を行うことで、客観的

な評価と新たな課題の発見につながり、課題の修正が

事業継続のモチベーションになるような「企画評価・

継続力」のことであり、稲生班の学生全員が身につけ

たと思われる。

図４ 学生の学び

また、実習終了時に、玉里が学生一人ずつと面談を

行い、特に身についた「力」は何かをヒアリングした

ところ、おおむね「事業組織力」、「事業改善力」、「ファ

シリテーション力」が身についたと答えた（玉里

2020）。つまり、学年に沿って企画を遂行していくこ

とにより、何度も実習地と関わり、実習地の人や組織

をつないで、事業を改善しながら実行していったこと

を、学生たちは「学び」として評価していたのである

（図４）。また、これらの３つの力は、「社会に出てから

も自信をもって自分には『力』があるといえる」と自

己評価する学生もいた。

（２）地域の学び

稲生は、本学部の実習地になる以前から社会教育活

動が盛んな地区であった。そのような下地があったと

しても、すべての人々が「大学が入る（来る）」ことを

はじめから歓迎し、賛成していたわけではないことは

想像できることである。当初から「学生が地域に入る

ことの意義」や「良い波及効果」に多くの人々が期待

していたわけではないだろう。それは、実習開始当時

における学生と稲生とのぎくしゃくした関係にも表れ

ていたし、担当教員自身が「緊張」していたことも原

因の一つだったかもしれない。しかし、「地域情報紙

いなぶっく」や「小久保サロンきてみいや」の活動を

通じて、明らかに住民の意識や態度が変わる場面に立

ち会ってきた。

両事業をサイクル順守で継続して実行していく学生

の真摯な姿に接し、住民たちがあたたかい言葉をかけ

たり、協力的な態度をみせたり、協働実践の中にそれ

ぞれの「役割」ができてきたことを実感した。「いな

ぶっく」への情報提供や校正、「サロン」での司会やレ

クレーション指導など、学生と協働して事業を実施す

ることによって、住民自身の「役割」が創出されたの

であり、その根底には協働的な学びがあったと考えら

れる。

稲生班では、山崎亮の『縮充する日本』を課題図書

として輪読することにしている。コミュニティデザイ

ンを提唱する山崎は、住民参加の地域づくりの到達点

として、住民の「参画」が必要不可欠であると考えて

いる（山崎 2016）。そこで、「チーム稲生を稲生全体

へ」を稲生の隅々にまで波及するためには、「住民」が

「市民」となり、「参加」を経て、「参画」に至る道筋が

重要であると仮説をたてて、実習を行ってきた。学生

は、その先に「協働」があるのではないかという結論

に至っている（図５）。
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図５ 地域の学び

稲生の地域住民を対象にして、「どのような学びが

あったのか」また、彼らが「住民」、「市民」、「参加」、

「参画」、「協働」のどのレベルにいるのか、あるいは意

識しているのかについて「検証」するには至っていな

いが、稲生班の実習を観察しながら、稲生住民にも「力」

がついてきたことがみてとれる。その力について、本

稿では「地域課題を把握する力」、「協働実践する力」、

「地域活動に参画する力」としておきたい（玉里

2020）。

ところで、本稿では地域協働を推し進める「学生」

と「地域」を主体として、「学生の学び」と「地域の学

び」という用語を使用している。「学び」の主体は「人」

であるから、「地域の人々の学び」というのが文法的に

は正しく、「地域で学ぶ」や「地域が学ぶ」という用語

は聞く機会が多いように思うが、「地域の学び」とはそ

もそも何を意味しているだろうか。そこで、Cinii「論

文」で「地域の学び」を検索してみると89件ヒットし、

そのほとんどが社会教育の領域の論文であった（2021

年８月31日アクセス）。

一方、雑誌記事索引データベース「ざっさくプラス」

で「地域の学び」を検索したところ、2001年にはじめ

て３本登場し、その後も増加することはなかったが、

2010年、2011年、2013年に５～７本見られた。しかし、

その後も多く使われる「用語」として定着してはいな

い（2021年８月31日アクセス）（図６）。つまり、「地域

の学び」という用語は、社会教育の領域以外では、あ

まり目にすることのない、いまだ「市民権を得ている」

とはいえない用語かもしれない8。

図６ 「地域の学び」の検索結果（ざっさくプラス）

資料）ざっさくプラスにおける「地域の学び」検索結

果を作図（2021年８月31日アクセス）

それにもかかわらず、筆者があえて「地域の学び」

という言葉を使う意図は二つある。一つには「学生の

学び」に対応する言葉として位置づけている。もう一

つは、地域の人々が学ぶことによって、地域づくりに

「参画」する人が増えていくことで、「地域」そのもの

が主体化され、地域のコミュニティが醸成されると考

えるからである（図７）。

学生は「地域で」学ぶ。一方、「学生と」学ぶことに

よって、地域の住民一人一人のコミュニティ意識が向

上していく。これを、「地域の学び」とよびたい。

先に述べたように、本学部における人材育成の目的

は、学生教育と社会人教育にある。地域における「学

び」の向上こそが、コミュニティを醸成させると考え

れば、本学部における「コミュニティ型の実習」では、

「地域の学び」が必要不可欠になる。

図７ コミュニティの醸成型実習モデル

５ 今後の課題
以上、本学部における「コミュニティ型の実習」に

ついて、具体的な取り組みを紹介してきた。新型コロ
8 ちなみに、Cinii「論文」によれば、「地域での学び」14本、「地域

で学ぶ」63本である。（アクセス2021年８月31日）

－ 37 －



ナウィルス感染拡大予防の観点から、2020年度と2021

年度の２年にわたって、現地実習は自粛や停止という

措置に追われた。３期生稲生班の取り組みが「コミュ

ニティ型の実習モデル」として成り立つことは、本稿

で紹介した通りであるが、その後学生の取り組みの蓄

積ができず、「地域の学び」の検証も滞っている。

グローバル化がすすむ現代社会において、残念なが

ら、感染症のパンデミックが収まるには時間がかかる

かもしれない。NewNormal（新しい常態）に向けて、

これまでの実習の何を継続し、何を変化させていかね

ばならないのか、今後の課題として考えてみたい。

（１）「地域の学び」の検証の必要性―コミュニティは

どのようにして作られるのか―

稲生では、本学部２期生から連続して、多くの学生

が実習を行っている9。それぞれ2.5年間にわたる実習

になるので、2019年度と2020年度は「３学年」の学生

が同時に稲生に関わっていたことになる。

それぞれの実習内容については紙幅の都合上別稿に

譲るが、「稲生には大学生が来ている」という「文化」

ができあがってきたのではないかと思われる。

本稿で述べたように、大学生が継続的に関わること

で、稲生に変化がみられていることは確かである。今

後の課題としては、「地域の学び」を測る指標の開発が

あげられる。

2015年に地域協働学部が開設されて以降、日本全国

に多くの「地域系」の学部が設置された。学生は「地

域で」活動し、成長していく。一方で、協働的学びが

あれば、地域も成長していくに違いない。また、わが

国は地域共生社会10を目指しており、地域づくりや地

域福祉領域でコミュニティの重要性が謳われている。

コミュニティの先進事例の紹介は山のように存在する

が、「どのようにコミュニティを作るのか」、「どのよう

な状態になればコミュニティができたといえるのか」

といった、コミュニティを作るプロセスについての研

究は少ない。なぜなら、研究者自身がコミュニティを

形成するプロセスに「寄り添う」機会が少ないからで

はないかと思われる。

コロナ禍で現地実習が停止になる中、６期生（４名）

が、「地域情報紙いなぶっく」の発行を継続している。

例えば、「いなぶっく」を通じて、稲生住民にアンケー

ト調査を実施するなど、工夫をしながら「地域の学び」

を検証していきたい。いずれにしても、本学部の実習

で実践している協働的学びが、コミュニティを醸成さ

せていくということが仮説であり結論であることを受

け止めながら、その「中身」の検討をしていかねばな

らないと考えている。

（２）地域への継続的な働きかけ―New Normal の

実習に向けて―

稲生では、2021年度は３年生（５期生）と２年生（６

期生）が、それぞれの学年に沿った課題に取り組みな

がら、コロナ禍での稲生実習を継続している。本稿で

紹介した３期生の取り組みを「モデル」としながらも、

コロナ禍で現地実習が停止になっており、実習の質量

ともに担保するのが難しくなっている。一方で、「新

しい試み」で工夫をした取り組みも始まっている。

すでに日本の将来の姿として Society5.0が内閣府

より提案されている11。新型コロナウィルスの感染拡

大によって、仕事のリモート化や教育の IT 化が一気

9 2017年には４名（担当教員 内田純一）、2018年には７名（担当
教員 玉里）、2019年には７名（担当教員 田中求）、2020年には
３名（担当教員 玉里）、2021年には４名（担当教員 玉里・石筒
覚）が稲生に入ってきた。それぞれの実習内容（企画実践）の検
討については、紙幅の都合上別稿に譲るが、多くの学生が継続し
て関わってきたことで、「稲生には大学生が来ている」というこ
とが定着してきていると思われる。

10 厚生労働省によれば、地域共生社会とは「社会構造の変化や人々
の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ごとの『縦割り』や「支え
手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主
体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながること
で、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創ってい
く社会を目指すもの」である（https://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/0000184346.html 2021年９月13日最
終アクセス）。

11 内閣府によれば、Society5.0とは「サイバー空間（仮想空間）と
フィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、
経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会

（Society）」のことで、「狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society
2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、
新たな社会を指すもので、第5期科学技術基本計画において我が
国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱され」た（https:
//www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/ 2021年９月13日最終
アクセス）。
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に進み、あらゆる分野で AI（人工知能）が活用され、

IoT（Internet of Things）によってヒトとモノがつな

がりあっていく社会の形成が不可逆的に進んでいく。

大学における教育・研究も同様である。

2020年、実習地での住民、特に高齢者と学生の接触

を避けるために実習を自粛せざるを得なくなったとき

に、いち早く zoom を用いて学生と住民がミーティン

グをしたのは稲生であった（写真３）。すでに中央公

民館に Wi-Fi 設備があり、リモートでのミーティング

を定期的に行うことで「対話」を継続することができ

た。「高齢者はパソコンをうまく扱えない」というの

は幻想だった。確かに、学生同様にパソコンを駆使す

ることはできないかもしれないが、スマートフォンや

モバイルの「使い方」さえわかれば、対面での実習と

同様に「対話」をすることが可能であることがわかっ

た。

一方、学生は実習の自粛が２年目に入り、なかなか

現地に行けない状態が続いた。しかし、その間に「ク

リエーター集団」になることを提案してきた。例えば、

「動画」作成に精通するため、全員が動画編集ソフト

（filmora）を使えるように練習してきた。2022年11月

に南国市立稲生小学校の創立150周年記念行事が行わ

れる予定であり、その際に学生が記念の動画提供する

ことが、実習の目標の一つになっている。

そもそも create のラテン語の語源は「産む・育てる」

であり、学生の働きかけが地域を育て、地域自身がエ

ンパワメントされなくてはならないと考えている。そ

ういう意味では、学生の存在は「create な起爆剤」と

いえる。

写真３ Zoomでミーティング

しかしながら、現地で実習ができない期間が長くな

ると、学生のモチベーションを維持するのが難しくな

る。「今できることは何か」を常に考え、リモートで

あったとしても地域の人々と連絡を取り続け、まずは

「地域情報紙いなぶっく」を欠号せずに発行し続ける

ことが重要な活動となった。コロナ禍という難局であ

ればこそ、知恵を出し合い、学生にも地域にも継続的

に働きかけていかねばならないと考えている。実習再

開を常に念頭におき、「あきらめず」に働きかけ続ける

ことで、学生も地域も「レジリエンス」の力を獲得し

ていくものと思われる。

また、従来は「高齢者」との協働的学びがほとんど

を占めていたが、さまざまなコミュニケーションツー

ルを使うことで若い世代や、中学生・高校生といった

「全世代の住民」とコミュニケーションを図ったり、障

がい者や引き籠りがちな住民と「対話」したりするこ

とも可能になるかもしれない、ということがわかって

きた。今よりもダイナミックな「地域づくり」の可能

性が考えられる。つまり、従来のような直接対面して

行なう実習と、リモートを使う実習による「ハイブリッ

ド型」になっていくのではないかと思われる。

おわりに
本学部の開設から今日まで、「地域協働とは何か」を

考え、「地域協働の実習」をモデル化するために試行錯

誤を繰り返してきた。コロナ禍は、流れと勢いを止め

るという消極的な側面と、立ち止まって振り返るとい

う積極的な側面を私たちに与えたのではないかと思

う。

今後、稲生班では、まちづくりに関する全国の事例

を調べたり、地域福祉や社会教育の理論的整理を行っ

たりしながら、若さあふれる「クリエーター集団」に

なっていかねばならないと考えている。そのために、

私たちは地域への「想像力」を働かせると同時に、「創

造力」を高めていかねばならないだろう。稲生は大学

にとってクライエントであるとともに、協働の仲間・

同志である。稲生のコミュニティのチカラがエンパワ

メントされるように、さまざまなステークホルダーと
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の地域協働実践をマネジメントしていかねばならな

い。

今後は、「地域の学び」のプロセスや、ターニングポ

イント、いつ、どこで、どのような変化がみられたの

かを検証をしていくとともに、地域協働学部の実習の

あり方について検討を続けていきたい。
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